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行動科学とステージモデルを活用した環境配慮行動の継続を
促す情報システム開発に関する基礎研究
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概要：近年，世界的な気候変動による災害の激甚化や，顕在化する人体への影響などから，環境問題への対
応が求められている．この問題に対して，環境に配慮した行動を促す様々な施策が全国各地で実施されて
いるが，これらの活動について参加率や継続率が大きな課題として存在している．これらの課題の一因に
は環境配慮行動には参加や継続のために十分な金銭的インセンティブを設計することが容易ではないこと
があげられ，インセンティブに頼らない仕掛けを設計する必要がある．このような問題意識のもと，本研
究では，ナッジやブーストといった行動科学の知見を活用して環境配慮行動を促すための情報システムの
あり方をデザインし，そのデザインの有用性についてオンライン実験を通して検討する．そして，実験の
中から得られた知見をもとに，環境配慮行動を促進するための情報システムデザインの課題を検討する．
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Abstract: Addressing environmental issues has become more crucial in recent years due to the increasing
severity of disasters caused by global climate change and the impact on human health. It has implemented
various measures to promote environmentally conscious behavior but faces problems regarding participation
in and continuation of these activities in many parts of Japan. One reason for this is that offering citizens
sufficient financial incentives to engage in environmentally friendly activities is challenging. Therefore, it
is necessary to design a mechanism that does not rely on incentives. This study, therefore, designed an
information system that encourages environmental consciousness through behavioral science. Additionally,
it examines the usefulness of the design through online experiments. Based on the findings, we will examine
the challenges of designing an information system to promote environmentally conscious behavior.
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1. 問題

近年，世界的な気候変動による災害の激甚化や，顕在化

する人体への影響などから，環境問題は我々の生活を脅か
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すものの 1つであろう．このような環境問題の解決策の 1

つの糸口が循環型経済（Circular Economy）であろう．循

環型経済とは資源の再利用により，廃棄物の流れをさらな

る生産のための資源とするシステムのことである．

明治大学，NECソリューションイノベータ株式会社な

らびにアミタホールディングス株式会社は共同プロジェク

トとして，持続可能な循環型社会の実現を目指して，「日常

の『ごみ出し』を活用した地域コミュニティ向上モデル事

業」を推進してきた [1]．具体的には，資源の再利用を目的
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として日常生活で生じる様々なごみを回収するとともに，

健康づくり，介護予防などの地域コミュニティの活性化や

ソーシャルキャピタルの醸成を目的とした多様なコミュニ

ティ事業を実施する「資源循環・コミュニティステーショ

ン（以下，ステーション）」を各地区に設置することで，地

域コミュニティ活性化と資源循環の促進を目標とするモデ

ルプロジェクトである．

このモデル事業は奈良県生駒市をフィールドとして実証

実験を展開している．奈良県生駒市は 2014年 3月に環境

モデル都市に，2019年 7月に SDGs未来都市に選定され，

CO2の大幅な削減を通じてまちづくりを進める先進都市で

ある．現在，ゼロカーボンシティの実現に向けた取組を進

めることを宣言し，100カ所の複合型コミュニティづくり

を推進する構想を進めている．この構想は，情報システム

を活用しつつ資源ごみの回収・リサイクル，健康づくりの

ための百歳体操，農産物の移動販売，本や陶磁器などの不

用品を持ち寄って共有するなどの機能を持つ，「令和時代の

よろず屋」ともいえる複合型コミュニティスペースを市全

域に整備し，地域コミュニティの向上を図るものである．

この構想の実現可能性や効果を検証するために NECソ

リューションイノベータ株式会社とアミタホールディング

ス株式会社は奈良県生駒市において 2020年 12月下旬～

2月下旬にステーションを市内に設置する実証実験を行っ

た．このステーションは，対象地域の住民であれば誰でも

利用可能な，ごみやリユース品を分別して持ち込むことの

できる場所である．ステーションでは 18種類のごみを分

別して回収でき，実施時間内（月～土 7:00～17:00）であれ

ばどの時間帯，どのごみ種であっても持ち込むことが可能

である．また，ステーションには住民同士がコミュニケー

ションをとれる場所が併設されており，ごみ出しを通じて

地域住民によるコミュニティの形成や活発化のための場所

としての役割も兼ね備えている．実証実験の結果，多くの

ごみを再資源化することができ CO2排出量を抑制するこ

とが可能となった [2]．また，住民同士の交流を増やすこ

とにも寄与することができた．これらの結果より，ステー

ションは地域コミュニティ活性化と資源循環の促進にとっ

て有用な枠組みであると考えられる．

ステーションによる循環型経済の促進および地域コミュ

ニティの活性化を持続可能なものにするには，多くの地域

住民が資源持参を継続し，ステーションに足を伸ばしても

らうことが第 1目標となる．今回のビジネスモデルの枠組

みでは，ステーション運営のために，多くの住民が資源を

持ち込み，その資源を販売，堆肥に加工して販売するなど

して資金を得る計画となっている．収支バランスを考慮す

ると約 50%の住民が継続して資源を持ち込む必要があると

試算されている．これを実現するために，参加率 65%，継

続率 80%を目標に置いている．一方，奈良県生駒市の実証

実験においてステーションを利用した住民は対象地域住民

全体の 26%で，継続して資源を持ち込んだ住民は 69%で

あった．そのために，参加率や継続率を上げることが喫緊

の課題である [2]．

当然，本活動以外にも，資源回収ボックスの設置，省エ

ネ家電の導入，プラ袋有料化などの環境に配慮した行動を

促す様々な施策が全国各地で実施されているが，これら活

動についても参加率や継続率は大きな課題として存在して

いる [3]．これらの一因には環境配慮行動には参加や継続

のために十分な金銭的インセンティブを設計することが容

易ではないことがあげられ，インセンティブに頼らない仕

掛けを設計する必要がある．

このような問題意識のもと，本研究では，行動科学を活

用して環境配慮行動を促すために情報システムのあり方を

デザインし，そのデザインの有用性についてオンライン実

験を通して検討する．そして，実験の中から得られた知見

をもとに，環境配慮行動を促進のための情報システムデザ

インの課題を検討する．

2. 行動科学を活用したシステムデザイン

奈良県生駒市における実証実験では，基幹システムとし

て研究開発した「感謝アプリ」を利用している．これは，

SNSアプリである LINEと連携したスマートフォン専用の

webアプリであり，情報提供と「感謝」を基盤としたポイ

ントの付与を中心機能として構築している．地域住民であ

れば誰でも登録可能であり，ごみやリユース品を持ち込ん

だ住民は「感謝ポイント」を貰うことができる．このポイ

ントは，リユース品の持ち出しや，地域店舗で使用可能な

クーポンとの交換，地域団体への寄付に使用可能である．

ほかにも，住民が他の住民に対して，本アプリを利用して

感謝を贈ることも可能であり，感謝ポイントは地域内のヒ

トとモノの循環を促進するための媒介としての側面と，住

民が資源持参やステーション機能を利用する動機づけとし

ての効果を期待している [4]．

この感謝アプリの情報提供という側面を利用して，介

入の実施を計画している一方で，不適切な介入により継

続率の低下を招いてしまう可能性もある．キャス・サンス

ティーンはナッジの中にはグループの助けにならないもの

もあれば，傷つけてしまうものもあり，社会福祉を最大化

しターゲットを絞った個別のナッジが必要かもしれないと

も指摘している [5]．これらの観点を考慮すると，個人にあ

わせた適切な介入のあり方を検討しなければならない．こ

の課題にアプローチするために，本研究では 2つの観点か

ら検討する．1つは，行動科学的な観点からのアプローチ

であり，もう 1つは心理特性に着目したアプローチである．

2.1 行動科学からのアプローチ

従来の経済学に基づいた行動変容を促す制度設計を行う

のであれば，金銭的なインセンティブを用いることが第 1
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の選択肢となる．しかし，限定合理的な現実の人間の行動

変容を促すのであれば，金銭的なインセンティブ以外の要

因を利用することも重要である．その 1つが行動科学的な

観点からのアプローチであり，いわゆるナッジ [6], [7], [8]

やブースト [7], [8], [9]などの行動インサイトに着目したア

プローチを指す．

現在想定されているステーションは，その性質から従来

のごみステーションに比べて，1カ所のステーションでカ

バーする範囲が大きくなることから各住民の自宅から距離

が生じることになる．もちろん，自宅からの距離が生じた

としてもステーションには十分なメリットがあるように

設計をしている．しかしながら，実際の人間は単純な「メ

リット」だけでは十分に行動が変容するとは限らないし，

個人によって何をメリットとして評価するかは異なるため

に，一律にメリットとして評価できるとはいえない．

換言すれば，我々は地域住民に対して利便性重視の生活

から，従来のゴミ捨て場から距離が離れるという意味で多

少の生活上の不便益が発生するものの，環境を配慮した価

値観への変容と同時に行動変容を訴えているともいえる．

しかしながら，人間は行動変容が必要であると理解してい

ても，簡単に行動を変えることができない生き物でもある．

そのために，価値観の変容とともに，行動変容を後押しす

るための「仕掛け」が必要となる．

その「仕掛け」としてインセンティブが有用であること

は間違いない．しかしながら，環境配慮行動という性質を

考えると，単純にインセンティブのみで解決を試みるのは

不適切であろう．たとえば，環境配慮行動によって削減で

きた二酸化炭素排出量以上にコストがかかっていれば，必

ずしも効率的な環境配慮行動とはいえない．したがって，

効率的な環境配慮行動を行うためには，低コストでの「仕

掛け」が必要となる．このような仕掛けとして有用な手法

が「ナッジ」であり，「ブースト」である．

ナッジとは，原義では「肘で突く」を意味しているが，行

動変容に関わる文脈においては行動科学の知見を応用して，

「人々が自分自身にとってより良い行動を自発的に行える

ように促す政策アプローチ」として定義される [6], [7], [8]．

また，ブーストは教育的ナッジとも呼ばれており，「個人の

技能と知識（コンピテンシー，リテラシー）を向上させ，

人々が自分自身で主体的に選択する能力を育成する政策ア

プローチ」のことを指す [7], [8], [9]．おおよそ，ナッジは軽

く突っついて気づかせてあげて，ブーストは適切な知識・

情報を与えて強く後押しするようなイメージである．

環境配慮行動の促進に有用な行動インサイトの例とし

ては，情報のフレーミングと単純化，物理環境の変化，グ

リーンデフォルト，社会的規範の利用，フィードバック，

コミットメントデバイスなどがあげられる [8], [9]．

図 1 環境配慮行動ステージモデル

Fig. 1 The stage model of pro-environmental behavior.

2.2 心理特性に着目したアプローチ

一方，心理特性に着目したアプローチも有用であろう．

ここでいう心理特性に着目したアプローチとは，個人の心

理的な特徴に着目した方法のことを指す．適切な介入には

個人差があることが考えられる [5]．環境配慮行動に非常

に動機づけられている個人もいれば，環境配慮行動の必要

性を理解していない個人もいるであろう．

そのために，環境配慮行動を行う個人の心理的なメカニ

ズムを検討する必要がある．環境配慮行動に関わる心理学

的な研究は様々行われており，様々なモデルが想定されて

いる [10], [11], [12]．いずれのモデルも有用性が高いと考

えられる．一方，本研究では，ステーション利用の理論モ

デルとして，人の行動は行動しようとする意志である行動

意図に基づいて行動を行うとする計画的行動理論 [13]を背

景に，広瀬による 2段階モデルを考慮に入れつつ [14]，バ

ンベルクの環境配慮行動ステージモデルを [15], [16]，ベー

スに検討することとした（図 1）．

このモデルは，目標意図ステージ，行動意図ステージ，

実行意図ステージ，行動ステージの 4つの段階があるとす

るモデルである．目標意図ステージは責任感の自覚，命令

的規範，深刻さの認知，目標意図の 4要因からなる段階で

ある．行動意図ステージは，行動意図と特定の行動に対す

る態度，さらに行動制御の 3要因からなる段階である．続

いて，実行意図ステージは実行意図に加えて，実行計画能

力，問題対処のスキルからなる段階である．さらに，実際

に行動に表れる行動ステージの 4段階に分類される．

このようなステージモデルを用いるメリットは各個人の

置かれたステージに応じた介入を可能とする点にある．た

とえば，目標意図ステージにある参加者は基礎知識が不十

分であることにより意識づけが十分に行われていない段階

にあると考えられる．そのために，教育的な内容を加味し

たブースト的なアプローチが必要となる．行動意図ステー

ジにある参加者は行動の必要性は理解していたとしても，

ある行動の効果を十分に理解しておらず，行動を実際に行

おうとする態度が醸成されていないために，そのような態

度を醸成するためのブーストが必要になると考えられる．

また，実行意図ステージにある参加者には実際に行動を実
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施するイメージが想定できていない段階にあると考えられ

る．このような行動意図ステージや実行意図ステージにあ

る参加者にはブーストというよりはナッジのようなアプ

ローチが有用であろう．もちろん，行動ステージにあった

としても，実行意図ステージ以前の段階に戻ることがない

ように定期的にナッジ的な介入が必要となることは間違い

ない．

2.3 関連研究

行動科学的なアプローチを用いた環境配慮行動を促進す

る情報システムについても，様々なものが提供されている．

たとえば，Opower社はフィードバックを活用して省エ

ネ行動を促進するサービスを提供していた [17]．現在は

Oracle社に買収されているが，同サービスは Oracle社に

より提供されている [18]．このサービスでは省エネ行動を

促進するためにナッジの観点から節電行動が少ない世帯に

対しては周りの世帯よりも消費電力量が多いことを伝え

るフィードバックを発信し，社会的規範意識に訴えかける

ことで節電行動を促進し，節電行動が多い世帯に対しては

称賛するフィードバックと同時に，より節電行動を行って

いる世帯の情報を与えることで節電行動を促進するシス

テムを開発していた．これらのシステムにより年間平均で

1–3%の節電効果をもたらしていた．電力消費や水資源な

どの省エネ領域は比較的可視化がしやすいために，研究が

多く見られる領域でもある．他の環境配慮行動に着目する

と，過去に特定の環境配慮行動を行ったことがない人に対

しては他者の行動情報により環境配慮行動が促進されうる

ことや，ある環境配慮行動の効果の大きさが影響を与える

ことなどが示唆されている [19]．

ほかにも，オーストリアのウィーンでは Kulture-Token

（Wien Token）という試みを行っている [20]．これは，自

転車/スクーター，徒歩，公共交通機関で移動して，20 kg

の CO2を削減すると，4カ所の文化施設のうち，いずれか

を利用可能なチケット 1枚と交換できるというような仕組

みを導入している．現時点では主に行動トラッキングと情

報のフィードバックにスマートフォンを活用しているが，

今後はその他の環境配慮行動を促す介入を実施していくこ

とを計画しているという．

また，国内に着目すると，いまここナッジというスマー

トフォンの文脈データに基づく環境配慮行動の促進システ

ムや [21]，三重大学ではMIEUポイントという個人の行動

の可視化とインセンティブを活用した環境配慮行動促進シ

ステムが導入されるなど [22]，様々なシステム実装が試み

られつつあるものの，いまだに研究開発段階であり，確実

に有用な介入手法が明らかになっているわけではない．

ただし，これら関連研究には共通点がある．いずれも実

際の行動を起こす個人の環境配慮行動に対する認識や（心

理）状態を考慮せずナッジやインセンティブで人を動かそ

図 2 検討するシステムデザインの概要

Fig. 2 Overview of the system designed for this project.

うとしている点である．いくら良いフィードバックやイン

センティブを設計したとしても個人の環境配慮行動に対す

るモチベーションが低いなどの個人の心理特性に適した介

入が行われなければ，環境配慮行動は実行に至らない可能

性が高い．依田らは 1 人 1 人の心の癖にあわせて個別の

ナッジとしての「プレシジョンナッジ（処方的ナッジ）」の

可能性を示唆しているものの [23]，そのような心理特性を

活用した環境配慮行動を促すシステムを実装した例は確認

できていない．

これらの関連研究をふまえて，理想的な環境配慮行動の

継続を促す情報システムはどのようなデザインであるかを

検討する．

2.4 システムの検討

いずれの先行研究においても行動科学的な仕掛けを用い

たシステムは導入されている一方で，個人の心理特性に着

目したようなシステムの実装はほとんど言及されていな

い．一方で，心理特性に着目することで，個々の心理特性

にあった，より効果的な行動科学的な仕掛けが可能にな

ると考えられる．そこで，行動科学的な仕掛け，すなわち

ナッジおよびブーストと同時に，環境配慮行動に対する個

人の心理特性をも考慮したシステムが有用であると評価し

た．その内容を考慮し提案するシステムの概要図を図 2 に

示す．

今回，検討するシステムは大きく 3つの機能からなる．

1つはステージ判定機能である．この機能は環境配慮行

動ステージモデルのステージを判定するものであり，心理

特性に着目して，利用者がどのような心理特性を有してい

るかその状況を解明する機能である．たとえば，ある心理

特性を有している人にはAというブーストやナッジが有用

である一方で，異なる心理特性を有する人には Bという異

なったブーストやナッジが有効である可能性がある．

1つはブースト介入機能である．この機能は，ステージ

判定機能で判定したステージにあわせた介入コンテンツを

定期的に配信する機能である．ここで想定しているブース

ト介入とは，教育的コンテンツを含めた学習コンテンツの
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配信を想定している．

最後に，ナッジ介入機能である．この機能は，環境配慮

行動を行ったことをシステム上で把握し，行動を行った後

に適切なフィードバックをランダムで配信するなどのシス

テムを想定している．

このように個人の心理特性を判定し，その状況にあった

ブーストやナッジを提供することによって継続するモチ

ベーション低下を防ぎ継続率を高めるようなシステムを想

定している．

2.5 小括

改めて，本研究の目的を整理する．本研究の目的は資源

持参に着目してステーション活動に参画するロジックをモ

デル化し，参加者の環境配慮行動意識のステージにあわせ

て適切な介入を行うことで継続率の向上が可能であるか，

その可能性についてオンライン実験にて検証することであ

る．そして，得られた知見をもとに継続率を高める介入シ

ステムの設計を行い「感謝アプリ」で実装されるべきシス

テムについて，その課題を検討する．

関連研究では主に「ナッジ介入機能」を工夫する研究が

多く行われている一方で，「ステージ判定機能」や「ブース

ト介入機能」を用いたシステムは確認できていない．

本研究では奈良県生駒市における実証研究から導かれた

課題である環境配慮行動の参加率や継続率の改善を図るた

めに，「ステージ判定機能」や「ブースト介入機能」をどう

実現すべきか 2段階のオンライン実験を用いて検討した．

以下ではその実験について報告する．

なお，本研究に関連する報告としては，2019年度に実施

した実証実験の概要 [24]，ステージモデルによる分析の妥

当性に関する予備調査による検証 [25]，フィードバック介

入に関する対応および妥当な介入の検討が課題としてあげ

られることを指摘してきた [26], [27]．本研究はこれらの研

究をふまえて実施したものである．

3. 研究 1：ステージ判別の検証

研究 1では，現在の環境配慮意識に関するステージモデ

ルの妥当性を検証すると同時に，ステージモデルに基づい

た介入群を決定する．さらに，そのステージモデルによる

分類の妥当性を検証する．

3.1 方法

3.1.1 実験参加者

実験参加者は「Yahoo!クラウドソーシング」（http://

crowdsourcing.yahoo.co.jp/）を用いて募集された．調査は

2021年 2月 16日から 17日までの 2日間にかけて第 1実

験を実施した．

第 1実験には 1,489名（年齢M = 46.12，SD = 10.39），

そのうち，男性は 929名（年齢M = 47.94，SD = 10.26），

女性は 560名（年齢M = 43.11，SD = 11.15）が参加した．

3.1.2 手続き

本研究では実験の概要を説明したうえで，先行刺激とし

てどのような場面を想定しながら実験への参加を求める

のか概要を紹介するとともに，場面を想定できたか確認す

る調査を行った（付録 A.1.1）．操作確認を行った後に，ス

テージモデルに関するアンケートを実施した．このアン

ケートは小林らによる環境配慮行動ステージモデルアン

ケートに基づいて [16]，今回のモデル事業の文脈に沿った

質問項目に変更したものである（付録 A.1.2）．なお，先行

研究では 5件法が用いられていたが [16]，本研究はより詳

細な分類が必要となる可能性を考慮して 7件法により調査

を行った．

引き続き，実際に行動が変容する可能性があるのか評価

を行う評価実験を実施した後に（付録 A.1.3），金銭と環

境，個人と集団，現在と将来のいずれを重要視するのかな

どの関連する質問項目を設定した．最後に，社会経済的属

性として，性別（男性・女性・回答しない）・年齢（15–100

歳・回答しない）・居住地域（各都道府県）・個人年収（0

円・1–200万円・200–400万円・400–600万円・600–800万

円・800–1,000万円・1,000万円以上・分からない・回答し

ない）・未既婚（未婚・既婚・回答しない）・子の有無（子

どもあり・子どもなし・回答しない）を取得した．

なお，オンライン実験で用いた実験プログラムは oTree

によって開発された [28]．これは主にインタラクションの

ある実験を中心に，国内外で様々なオンライン実験に使わ

れているプログラムである [29]．

3.1.3 分析手法

はじめに，ステージモデルの妥当性の検証を目的として，

第 1実験に参加した実験参加者によるデータを対象とした

構造方程式モデリングにより分析を行う．

さらに，そのステージモデルに基づいて，実際に行動が

変容する可能性があるのか評価を行う評価実験の推定値の

差異を分析する．これにより，ステージ推定の妥当性を検

証することとする．

3.2 結果

3.2.1 記述統計量

表 1 には研究 1で用いたデータの記述統計量を示す．あ

わせて，表 2 には相関行列を示す．Expは評価実験の平均

評価値を示し，staging 1から staging 18は付録A.1.2に付

した各質問項目の回答スコアを示し，深刻さの認知・命令

的規範・責任感の自覚・目標意図・行動制御・行動意図・実

行計画能力については各質問項目から算出したスコアであ

り，算出式は付録A.1.4に示している．なお，表 1における

Overallは実験データ全体の値を示しており，STAGE1–4

はそれぞれ 3.2.2項で述べる分類にしたがって，区分した

値を示している．なお，いずれの項目についても天井効果
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および床効果（平均値 ±1 SDが最大値・最小値を超える）

は観察されていない．

3.2.2 分析結果

表 1 に示したデータを環境配慮行動のステージモデル

の各要素に対応させ，構造方程式モデリングにより分析を

行った．これにより，本活動が環境配慮行動のステージモ

デルで説明可能であるか検証した．結果として，図 3 のよ

表 1 研究 1 に関する記述統計量

Table 1 Descriptive statistics for Study 1.

表 2 各項目の相関行列

Table 2 Correlations for each item.

うに，CFI，GFI，AGFIが 0.93以上とモデルへのあては

まりが高い結果となった．RMSEAも約 0.08と許容範囲

にあることを確認したため，先行研究をふまえて妥当なモ

デルであるとした．また，今回の実験においては実行計画

能力・問題対処のスキルについては，統計的な有意性は認

められなかったが，小林らの実験結果と似た傾向を示した

こと [16]，先行研究として実施した異なる調査では有意性

が示されたことを考慮し [24]，変数として考慮しないこと

は妥当性を欠くとして，今回の分析モデルでも評価に含む

こととした．この分析結果に基づいて，以下のルールによ

り実験参加者を 4つのステージに分類した．

図 3 構造方程式モデリングによる分析結果

Fig. 3 Results of the structural equation modeling analysis of

the hypothesized model.
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表 3 一般線形モデルによる分析結果

Table 3 Analysis with general linear model.

なお，図 3 には分析結果を示しているが，この中には行

動ステージは含まれていない．これはオンライン実験であ

るために，実際に行動を行ったか否かのデータを取得でき

ないためである．なお，実行意図スコアについては，評価

実験の評定値を用いている．

• 目標意図関係の質問項目である staging 1～8の平均値

がネガティブな回答であると評価できる 5未満の場合

は目標意図ステージ（STAGE1）に分類する．

• staging 1～8の平均が 5以上であり，行動意図に関係す

る質問項目である staging 9～12の平均値がネガティ

ブな回答であると評価できる 5未満の場合は行動意図

ステージ（STAGE2）に分類する．

• staging 1～8の平均が 5以上，かつ staging 9～12の平

均が 5以上であり，実行意図に関連する staging 13～

18の平均値がネガティブな回答であると評価できる

5未満の場合は実行意図ステージ（STAGE3）に分類

する．

• 以上の条件にあてはまらない場合は行動ステージ
（STAGE4）に分類する．

以上のルールに基づいて分類したところ，それぞれ表 1

の横軸として分類した人数となった．

続いて，このステージモデルによる分類の妥当性を検証

するために，ステージを説明変数としたうえで，評価実験

の結果を応答変数とした一般線形モデルによる分析を行っ

た．ステージが高くなるほど評価実験のスコアが高くなる

のであれば，ステージモデルによる分類が妥当であること

を示唆する結果となる．

その結果，表 3 に示されたとおり目標意図ステージ

（STAGE1）に比べて，行動意図ステージ（STAGE2），実

行意図ステージ（STAGE3），行動ステージ（STAGE4）に

おける評価が高いことが明らかとなった．さらに，図 4 に

は各群の最小二乗平均値をプロットすると同時に，Tukey

の補正を行った Compact Letter Display（CLD）に基づい

た多重比較の結果を示している．この記法では，差がない

群においては同じ記号で示されるが，すべての群において

同じ記号が認められず，各群における平均値は統計的に有

意に差異が存在することが示されている．したがって，評

価実験の結果からもステージモデルによる分類の妥当性が

検証されることとなった．

図 4 各ステージにおける評価実験の最小二乗平均値

Fig. 4 Least squares means of evaluation experiments at each

stage.

3.3 小括

本項においては，ステージモデルの妥当性を検証するた

めに，構造方程式モデリングにより分析を行った．その結

果，ステージモデルの妥当性が明らかとなった．また，ス

テージモデルにより分類されたステージの妥当性を検証す

るために評価実験との対応関係を分析した．その結果，分

類されたステージに応じて，評価実験のスコアに差異が生

じることが明らかとなった．

これらの結果より，本活動は環境配慮行動のステージモ

デルで説明できると考えられる．そのため，各住民がどの

ステージにいるかを把握し，状況に合わせて個別に介入す

ることによって継続率を高めることができると考えられる．

一方で，ステージにあわせた介入によって環境配慮意識

が変容するのか，すなわち介入の効果は明らかとなってお

らず，その点について明らかにすることが 2つ目の課題で

ある．続いて，研究 2では研究 1の分類結果に基づいた介

入実験について報告する．

4. 研究 2：介入の設計および効果の検証

研究 2では研究 1の結果を受けて，ステージにあわせた

介入を実施した．あわせて，ステージにあわない介入も実

施することにより，介入の効果を検証する．

4.1 方法

4.1.1 実験参加者

実験参加者は「Yahoo!クラウドソーシング」（http://

crowdsourcing.yahoo.co.jp/）を用いて募集された，研究 1

で実施した実験（第 1実験）の実験参加者を募集対象とし

て再度実験参加を依頼し，2021年 2月 23日から 2月 26日

までの 4日間にかけて第 2実験（研究 2）を実施した．そ

の結果，1,171名（年齢M = 45.98，SD = 10.78），内訳は

男性が 734名（年齢M = 47.72，SD = 10.26），女性が 437

名（年齢M = 42.95，SD = 10.99）であった．

4.1.2 手続き

第 2実験では実験の概要を説明したうえで，教育コンテ

ンツを開発して介入を行った．介入はステージモデルに基
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づいた分類における「目標意図ステージ」「行動意図ステー

ジ」「実行意図ステージ」を中心として行い，それぞれのス

テージに対応するように設計した．

目標意図ステージにある人は，環境問題に興味があまり

ないと想定される．そのために，目標意図ステージへの介

入コンテンツとしては，環境問題の現実を伝え深刻さの認

知をあげるとともに「XXするのが重要だ」のように環境問

題に対処すべきであることを間接的に伝え，命令的規範の

刺激を意識しつつ，個人ができることの 1つとしてステー

ション活動があると後押しするブーストの考え方に基づい

たコンテンツを作成した（付録 A.2.1）．

行動意図ステージにある人は環境にとっていい行動をす

るべきであると考えているが何をすればいいか分からない

人であると想定される．そのために，行動意図ステージへ

の介入コンテンツとしては，様々な環境にとって良い行動

のうち，ステーション活動に参加するとどの程度の効果が

あるのかが分かるように NUDGESにおける U（対応づけ

の理解）を目標として，適切な情報を提供することにより

行動変容を促す情報提供ナッジを意識したコンテンツを開

発した（付録 A.2.2）．

実行意図ステージにある人は，ゴミを持って行くべきで

あると考えているが日常生活にどうその行動を組み込むべ

きかイメージできていない人であると考えられる．そのた

めに，実行意図ステージへの介入コンテンツとしては，具

体的な行動に落とし込むことを目的に，他者の行動状況を

ふまえて，自身の行動の変容を促すコンテンツを開発した．

主に周囲の人の行動を見て，同じ行動をするようになる社

会的規範ナッジや何も選択しなかったときの初期値（デ

フォルト）を設定するデフォルトナッジを意識した介入コ

ンテンツを開発した（付録 A.2.3）．

なお，行動ステージにある人は自身の居住地域のそばに

ステーションがあれば利用する段階にあると考えられる．

そのために，オンライン上での介入を検証するのではなく，

実際のステーションを利用した実際の介入にて検証する必

要があり，本研究の範疇を超えたものであると判断した．

そこで，行動ステージに分類された人をコントロール群

として，ランダムに「目標意図ステージ」「行動意図ステー

ジ」「実行意図ステージ」に割り振り，いずれかの介入を行

うこととした．

これらのステージモデルの分類に基づいた介入を行った

うえで，再度ステージモデルの調査を行った．その他，関

連する調査を実施した．

4.1.3 分析手法

研究 2の目的はステージにあった適切な介入を行うこと

で，第 2実験におけるステージモデルにおける各因子がど

のように変化するのかを検証することにある．

そこで，ステージにあった介入を実施した群を「適切介

入」群，ステージにあわなかった介入を実施した群を「不

表 4 研究 2 に関する記述統計量

Table 4 Descriptive statistics for Study 2.

適切介入」群として分類して分析を行うこととした．具体

的には，目標意図ステージにある人が目標意図ステージに

あった介入を受けた際には「適切介入」群として分類され，

行動ステージにある人が目標意図ステージにあった介入を

受けた際には「不適切介入」群に分類することとする．こ

れにより，介入の妥当性を検討することが可能となる．

特に，注目すべき点は第 1実験と第 2実験における不適

切介入群に比べて，適切介入群がどのような動きを行うか

である．具体的には一般線形混合モデルにおける交互作用

のある重回帰分析モデルにおいて，不適切介入群をコント

ロール群として介入ステージの差異を統制したうえで，適切

介入群において，第 1実験と第 2実験の間でポジティブにな

れば（交互作用がポジティブに認められれば），適切な介入

により，不適切介入群よりも環境配慮行動傾向が向上した，

ないしは低下が抑制されたものと評価することができる．

4.2 結果

4.2.1 記述統計量

表 4 には記述統計量を示している．各項目の算出方法は

付録 A.1.4に依拠している．また，目標意図 scは目標意図

ステージの判定に用いられる数値であり，深刻さの認知，

命令的規範，責任感の自覚，目標意図の合計値を示してい

る．また，行動意図 scは行動意図ステージの判定に用い

られる行動制御および態度・行動意図の合計値を示してい

る．全般的に不適切介入群の値が高いが，不適切介入群は

すべて行動ステージ（STAGE4）に分類されており，環境

配慮行動傾向が高い傾向にあるためである．なお，いずれ

の項目についても天井効果および床効果（平均値±1 SDが

最大値・最小値を超える）は観察されていない．なお，不

適切介入群には 617名が割り振られており，適切介入群に

は 554名が割り振られている．

また，参加状況を評価すると，目標意図ステージ

（STAGE1）は 72名（22.9%），行動意図ステージ（STAGE2）

は 92名（26.3%），実行意図ステージ（STAGE3）は 11名

（14.9%），行動ステージ（STAGE4）は 190名（23.8%）が

第 2実験に参加しなかった．なお，ステージごとで第 2実

験の参加率に差異が存在するか χ2 検定を実施したところ，

χ2(3) = 4.655（p > .05）であり，統計的な有意差は認めら

れなかった．したがって，ステージによる参加率の差異の
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表 5 一般線形混合モデルによる分析結果（目標意図ステージ関連）

Table 5 Analysis with general linear mixed model

(related to predictional stage).

表 6 一般線形混合モデルによる分析結果（行動意図・実行意図ステージ関連）

Table 6 Analysis with general linear mixed model

(related to preactional stage and actional stage).

存在は積極的には認められなかった．

4.2.2 分析結果

分析結果は表 5 および表 6 に示している．表 5 は目標

意図ステージの評価に関する得点およびそれぞれの各構成

要素を応答変数とした分析結果を示しており，表 6 では

行動意図ステージおよび実行意図ステージに関する得点を

示している．なお，表 5 および表 6 における trialは実験

の回数を示しており，第 1実験であれば「trial = 1」，第

2実験であれば「trial = 2」となる．また，表中における，

MargR2はランダム効果の分散は考慮せず，固定効果の分

散のみを考慮した R2 値であり，CondR2は固定効果とラ

ンダム効果の両方を考慮した R2 値である．

目標意図に関連する指標については，表 5 中「trial*適切

な介入ダミー」の列を確認すると，合計得点である目標意

図の交互作用がポジティブな結果を示している．この結果

は，ステージにあわせた介入を実施したことによりステー

ジのスコアが改善したことが示されている．ただし，項目

別に見ると深刻さの認知は改善していないという結果で

あった．一方，それ以外の項目についてはすべて交互作用

項が統計的に有意であり，すべて正の値を示していた．し

たがって，目標意図ステージ関連指標は深刻さの認知以外

は介入により改善された，ないしは低下が抑制されたとい

う結果であった．

また，表 6 に示した行動意図ステージ・実行意図ステー

ジに関する指標については，行動意図指標，行動制御，実

行計画で第 1実験か第 2実験かを示す指標である trialの

係数が負の値を示している．この結果は，不適切介入群に

おいて，第 1実験に比べて第 2実験において各指標が低下

していることが示されている．したがって，不適切な介入

を行うと効果がないばかりか，負の効果が生じることが示

唆された．一方，すべての項目において交互作用項が統計

的に有意であり，すべて正の値を示していた．したがって，

行動意図ステージおよび実行意図ステージ関連指標も介入

により改善された，ないしは低下が抑制されたという結果

であった．

4.3 小括

本項においては，研究 2として研究 1の実験参加者を対
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象にステージモデルに基づいた介入を行った．その結果，

不適切介入群においては，ステージモデルのスコアが変わ

らないか減少していた一方で，適切介入群においてはほと

んどすべての条件において改善したことが示された．

この結果は，ステージモデルに基づいた適切な介入によ

り環境配慮意識が高まる可能性があることを示唆している

ものの，深刻さの認知は今回の介入では十分に変化しない

ことが明らかとなった．

5. 考察

5.1 まとめ

本論文においては，環境配慮行動としてのステーション

活動の促進を目指して，行動科学と情報システムを活用し

たシステム設計の基礎実験を行った．

研究 1では，ステージモデルの妥当性を検証するために，

構造方程式モデリングにより分析を行った．その結果，ス

テージモデルの妥当性が明らかとなった．また，ステージ

モデルにより分類されたステージの妥当性を検証するため

に評価実験との対応関係を分析した．その結果，分類され

たステージに応じて，評価実験のスコアに差異が生じるこ

とが明らかとなった．

続いて，研究 2 では，研究 1 の実験参加者を対象にス

テージモデルに基づいた介入を行った．その結果，不適切

介入群においては，ステージモデルのスコアが変わらない

か減少していた一方で，適切介入群においてはほとんどす

べての条件において改善したことが示された．

5.2 ディスカッション

研究 1より，ステージモデルによる分類が可能であるこ

とが明らかとなった．また，環境配慮行動の評価実験のス

コアの平均値に差異が生じることが明らかになった点から

も，ステージモデルによる分類の妥当性が高いといえる．

また，研究 2はステージにあわせた適切な介入により，

環境配慮行動を促進できる可能性が示唆された．この結果

は，闇雲に介入するのではなく，個人特性・嗜好を考慮し

た介入を行わなければ，望ましい結果にならない可能性が

あることをも示している．一方で，深刻さの認知について

は今回の介入コンテンツでは不十分であったと考えられ

る．一時的な介入だけではなく，継続的（繰り返し）に教

育的なコンテンツを提供することで，深刻さの認知を改善

できる可能性があるが，単純な介入だけでは不十分である

ことが示された．いずれにしろ，全般的にはステージモデ

ルに基づいた介入が有用であることが示された．

研究 2の結果はステージにあわない介入を行うと，介入

が効果を発揮しない可能性を示唆している．それでは，な

ぜステージにあわない介入によって環境配慮行動のモチ

ベーションが抑制されてしまうのであろうか．ここには

ブーメラン効果の影響 [17]と，新奇性効果 [30]の影響の 2

つの可能性が考えられる．ブーメラン効果とは心理的反発

に基づいて，説得されたものとはまったく異なった行動や

考え方を取るようなことを指すが，ステージにあわない情

報，たとえば既知の情報などが与えられたことにより，心

理的反発が生じて行動が抑制された可能性がある．

一方，新奇性効果とは，未経験の刺激に対する評価の方

が，経験のある刺激に対する評価に比べて高いとする効果

である．今回の実験においては，第 1実験ではその実験環

境の新奇性効果によって，高く評価したと考えられる．一

方，第 2実験ではステージにあった介入を受けた群につい

ては，介入情報の新奇性効果によりモチベーションの低下

が防がれた一方で，ステージにあわなかった介入を受けた

群においては，新奇性効果が発揮されなかったことで，モ

チベーションが低下してしまった可能性がある．たとえば，

ステージにあった介入を受けた群である目標意図ステージ

にある人は介入を受けたコンテンツに対して未知の情報を

得られたことで動機づけられた一方で，ステージにあわな

かった介入を受けた群である行動ステージの人にとっては，

介入で受けた情報が既知であったために，興味・関心が失

われた可能性がある．一方で，単純接触効果で論じられる，

繰り返し接触による親しみやすさや馴染みやすさにより選

好が影響を受けるとする親近性効果も考慮すると [31]，提

示する情報のタイミングと種類についても議論の余地があ

るであろう．

ほかにも，本研究にはいくつかの限界と課題がある．

第 1に，研究 1において行動ステージに分類される参加

者が 50%以上いる点である．さらに，行動ステージの人に

対する適切な介入が検討できていない点も課題がある．し

かし，行動意図ステージにある人は自身の居住地域のそば

にステーションがあれば利用する段階にあると考えられる

ために，この行動ステージに分類された 50%の人を対象と

した介入策の検討はクラウドソーシングを用いたオンライ

ン実験ではなく，実装した段階で検証を試みる必要がある

であろう．

第 2に，今回の不適切介入群に割り振られた参加者は，

第 1実験で最もステーションに参加する可能性が高いと考

えられる行動ステージ（STAGE4）だった人に限られてい

る点である．したがって，本研究で言及している不適切介

入群は自身が所属していると考えられるステージよりも低

段階のステージの介入を受けた場合しか検証できておら

ず，目標意図ステージにいる人が実行意図ステージの介入

を受けるような，高段階のステージの介入を受けた場合の

検証ができていない．特に実行意図ステージに分類された

人数を考慮してこのような実験を実施したが，改めて次の

研究ないし実装段階で高段階ステージの介入の影響につい

て検証する必要がある．

あわせて，ステージにあわない介入すらも受けていない

非介入群との比較も必要である．今回の実験からは「ス

c© 2022 Information Processing Society of Japan 1243



情報処理学会論文誌 Vol.63 No.5 1234–1248 (May 2022)

テージにあわない介入を受けた場合」と「ステージにあっ

た介入を受けた場合」の比較を中心としたが，「介入を受け

ていない場合」の影響については検討していない．たとえ

ば，「ステージにあわない介入を受けた場合」であっても，

「介入を受けていない場合」よりも効果がある可能性もあ

るならば，「ステージにあった介入を受けた場合」との費用

対効果を検証することで，どのような介入を行うべきか検

討することも可能になる．したがって，より精緻にシステ

ム実装に向けた介入の効果の推定が可能となるであろう．

第 3に，介入のタイミングの妥当性の分析ができていな

い点である．第 1実験と第 2実験を 1週間の間隔を開けて

実施したが，本研究はクラウドソーシングサービスの制約

などを考慮して，第 2実験の中で介入するという形式を採

用した．一方で，必ずしも 1週間後の介入が妥当であると

は限らない．たとえば第 1実験の 4日後に介入して，第 1

実験から第 2実験を実施した方が介入としてより効果的で

あった可能性もある．介入のタイミングについては，実装

した中で検証する必要があると考えられる．

そして第 4に，あくまでも本研究はクラウドソーシング

を用いたオンライン実験であるために，実際の環境配慮行

動との対応に課題がある．すなわち外的妥当性が十分で

あるか検証が不十分である．ラボ実験として行われる環

境配慮行動に関する研究に対して，人工的な環境である

ために生態学的妥当性に欠けると指摘する研究も存在す

る [32], [33]．そのために，本研究の外的妥当性についても

検証するためにも，実証実験の中で検証する必要があるで

あろう．

5.3 インプリケーション

本研究においては，環境配慮行動に向けた行動を促すた

めに，図 2 で示した行動科学的な仕掛けと個人の心理特

性を考慮したシステムの可能性について検証した．その結

果，個人の心理特性としての環境配慮行動のステージを判

定し，その判定結果に基づいて，適切な介入を行うことで

環境配慮行動が促進されることが明らかとなった．した

がって，ステージ判定機能・ブースト介入機能・ナッジ介

入機能の 3要素からなる本システムは一定の有用性を有し

ているといえる．

ここでは，ステージ判定機能，ブースト介入機能，ナッ

ジ介入機能のそれぞれについて，研究 1および研究 2から

得られた知見をもとに検討する．

ステージ判定機能は，利用者にステージモデルアンケー

トを配信し，回答結果から利用者がどのステージにいるか

を判定することを想定している．ただし，問題となるのは

ステージ判定が容易ではない点である．今回実施した 18

項目のアンケートを頻繁に実施することは利用者に過大な

負担を与えることになり，アンケートが起因となって継続

率が低下する可能性もある．ステージにあったブーストを

提供することを考えると，簡易版のアンケートと同時に，

実際にステーションに来場したか否かのデータを使って所

属ステージを更新する対策が考えられる．

現状としては，実際の資源持参行動と環境配慮行動のス

テージモデルアンケートとの関係に関するデータを収集で

きていないため，具体的なアルゴリズムとしての実装は目

下の課題であるが，データを集め関係性を分析することに

よって，ステージ判定アンケートの回答頻度を少なくして

もその人にあったステージ判定が可能になると考えられる．

ブースト介入機能は，ステージ判定機能で判定したス

テージにあわせた介入コンテンツを定期的に配信する機

能である．介入コンテンツについては，各ステージの構成

要素を組み込んだ付録 A.2.1に付したような画像を配信す

る．配信のタイミングは目にする機会が多いと想定される

平日夜に配信を予定している．ナッジ介入機能は，資源持

参したことをシステムで把握し，資源を持参した日の夜に

オンライン実験で配信したフィードバックをランダムで 1

つ配信することを想定している．ただし，どのような形で

情報提供をするべきかについては今後改めて検証する必要

がある．

また，ナッジ・ブースト介入機能で個人の嗜好を加味で

きていない点は今後検討が必要であろう．たとえば，オン

ライン実験の結果より，金銭系ナッジを好む人や環境系

ナッジを好む人がいることを指摘している [26]．そのため

に，これらの個人の嗜好を考慮したフィードバックや情報

提供を行うことによって，モチベーション低下を抑制する

ことが可能になると考えられる．一方，個人の嗜好を把握

するためには，利用者に配信するアンケートの項目を増や

すなどの対策が必要であり，アンケート項目の増加は利用

者への負担が増えることになる．そのため，ナッジ介入に

対して個人の嗜好を加味することが本当に必要かを見極め

る必要があり，場合によっては志向を手軽に把握する手法

の開発が必要であろう．

さらに，行動科学・ステージモデルに基づき，継続的かつ

効率的に介入システムを構築するために，“BASIC”という

プロセスフローの活用を視野に入れている．これはOECD

により提唱されたナッジ設計のフローである [34]．実際の

人々の行動（Behavior）を理解することで，バイアスとそ

の影響を分析（Analyze）し，対応するナッジの施策の戦略

（Strategy）を計画したうえで介入を行い（Intervention），

その変化（Change）を計測するというサイクルを確立させ

ることにより，持続的に改善を続ける介入システムの開発

に反映させていくことを考えている．

6. おわりに

本研究においてはステージモデルによる分類に応じて，

ナッジやブーストなどの行動科学に基づいた適切な介入を

実施することで，環境配慮行動を促進しうることを指摘し
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た．行動変容をもたらすためには，単純なシステムを提供

するだけではなく，人間の様々な性質に訴えかけることが

ポイントとなる．さらには，従来のナッジなどに見られる

ような，行動科学的な知見を活用するためには，心理特性

にもあわせて着目することでより効果的に行動変容の促進

が可能になることが示された．

したがって，本研究で提案する心理特性を反映した「ス

テージ判定機能」や行動科学的な知見をふまえた「ブース

ト介入機能」，「ナッジ介入機能」を備えるシステムデザイ

ンをもとに，対象とする環境配慮行動にあわせたシステム

を実装し，システムを現場に投入することで，効率的な循

環型経済の促進が期待できる．さらに，個人の行動データ

とあわせてより複合的な観点から個人にカスタマイズし

た効果的なナッジを展開できる可能性もある．奈良県生駒

市の事例であればこのシステムを導入することで，ステー

ションへの参加機会の増加につながり，地域におけるソー

シャルキャピタルの醸成に資することができるであろう．

循環型経済の促進やソーシャルキャピタルの醸成は持続

可能な開発目標（SDGs）の観点からも重要であると考え

られる．より良い持続可能な社会を構築するためにも行動

科学的な知見を有効に活用した情報システムは 1つのキー

となるであろう．
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付 録

A.1 研究 1

A.1.1 場面想定

今回の画像で与えられた状況について，イメージするこ

とができましたか？

1. とてもイメージできた-5. 全くイメージできなかった

図 A·1 場面想定課題における画像

Fig. A·1 An Images in the vignette experiment.

A.1.2 ステージモデルの質問文

1. 全くそう思わない-7.強くそう思う

A.1.3 評価実験

あなたがゴミを出すと，以下のような画面が表示されま

した．

あなたはこの文章で，どの程度ゴミをまた捨てに行きた

くなりましたか？ 100点満点で評価をしてください．

A.1.4 各スコアの算出式

深刻さの認知スコア = staging 1 + staging 2,

命令的規範スコア = staging 3 + staging 4,

責任感の自覚スコア = staging 5 + staging 6,

目標意図スコア = staging 7 + staging 8,

行動制御スコア = staging 9 + staging 10,

態度・行動意図スコア = staging 11 + staging 12,

図 A·2 現地の写真

Fig. A·2 Pictures of the demonstration site.

図 A·3 フィードバック画像

Fig. A·3 Images used for feedback.
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表 A·1 質問項目

Table A·1 Questionnaire.

実行計画スコア = staging 13 + staging 14 + staging 15 +

staging 16 + staging 17 + staging 18

A.2 研究 2

A.2.1 目標意図ステージ介入コンテンツ

図 A·4 目標意図ステージ介入コンテンツ

Fig. A·4 Intervention contents for predictional stage.

A.2.2 行動意図ステージ介入コンテンツ

図 A·5 行動意図ステージ介入コンテンツ

Fig. A·5 Intervention contents for preactional stage.

A.2.3 実行意図ステージ介入コンテンツ

図 A·6 実行意図ステージ介入コンテンツ

Fig. A·6 Intervention contents for actional stage.
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